
質問回答

2016 年 7 月 6 日

「2016 年度案件別外部事後評価：パッケージⅡ-8（SATREPS)」
（公示日：2016 年 6 月 29 日／公示番号：160431）について、業務指示書に関する質問と回答は以下のとおりです。

通番号 当該頁項目 質問 回答

１ 4 頁、３．（２）評価対象業務従事

者の経験、能力等

本件のプロポーザルにて、評価対象業務従事者

を 2 名でご提案させていただくことは可能でしょう

か？

本件、評価業務従事者 2 名が想定されており、業

務管理グループが設定されていないことは承知し

ております。また、総括の MM は 5.4 となってお

り、貴機構の想定としては総括が 2 案件を担当す

ると理解しております。しかし、例えば専門性等の

関係で、3 名で 4 案件を実施したいという場合、総

括は全体の品質管理（0.9MM）を行いながら 1 案

件のみを担当するという布陣も考えられると思い

ます。そうなると、総括の 5.4MM の一部はその他

の適当な業務実施者に振り分けられることになり

ます。他方で、貴機構におかれましては、当初想

定された品質維持の観点から、総括以外の業務

実施者、少なくとも一名の経歴を評価対象者とし

て確認する必要があるのではと考えますが、如何

でしょうか？

評価対象者（総括）の M/M を減らし、業務従事者

を増員するご提案は可能です。ただし、契約の品

質管理、スケジュール管理に必要とされる国内

0.90 M/M 程度については、総括の業務量として

維持し、調整の対象外とします。

また、評価対象者は総括 1 名のままとします。



２ 20 頁（８） JICA の技術協力プロジェクト案件のご経験のあ

る研究者を外部の有識者（気候変動、医療保健

の各分野 1 名）を詳細分析等に参加していただく

ことを想定しておりますが、有識者の業務にかん

して別見積りが可能でしょうか？また、見積もりの

根拠は貴機構の「コンサルタント等契約における

研修実施ガイドライン(2015 年 4 月)」の謝金単価

表によるものとすべきでしょうか？

「３．実施方針および留意事項」（８）に記載のとお

り、本件では SATREPS の評価手法にかかる詳

細分析を業務従事者が行う予定です。有識者に

よる専門的知見からの詳細分析は想定しており

ませんので、提案は不可とします。

３ ２１頁  ４（２） インドネシア「泥

炭・森林における火災と炭素管

理プロジェクト」

ここで示された受益者調査実施の「西カリマンタ

ン州及びリアウ州」は当該 SAPTREPS 案件では

なく、「インドネシア国 泥炭湿地林周辺地域にお

ける 火災予防のためのコミュニティ 能力強化プ

ロジェクト」の対象地域ではないでしょうか？当該

SATREPS 案件においてはパランカラヤ大学が

ある中央カリマンタンにサイトがあり、そこで消火

活動の住民参加等があったという理解ですが、如

何でしょうか？

以下のとおり受益者調査に関連する項目２カ所

の訂正を行います。

「3. 実施方針および留意事項」（４）

【原文】

（４）上記対象案件のうち、インドネシア「泥炭・森

林における火災と炭素管理プロジェクト」について

は複数サイト（西カリマンタン州、リアウ州の村

落）からなる案件であるため、案件全体の状況を

把握するに足りる数のサイト実地調査を行うこと

とする。

【以下、訂正分】

（４）上記対象案件のうち、インドネシア「泥炭・森

林における火災と炭素管理プロジェクト」について

は終了時評価のインパクトの項目において、プロ

ジェクトの支援を受けて、統合的な炭素管理・教

育研究ネットワークを目指す「カリマンタン大学ネ

ットワーク」が設立され、国家レベルでも同様の試



みが取り入れられる見込みとあるため、インパク

トの発現状況を把握するに足りる数のサイト実地

調査（2 か所程度）を行うこととする。

【原文】

○ 「４．（２）第一次現地調査」でいう受益者調査

は、全４案件でその実施を想定する。

 上記対象案件のうち、インドネシア「泥

炭・森林における火災と炭素管理プロジ

ェクト」の受益者調査については、西カリ

マンタン州およびリアウ州において、各

州 50 サンプル以上（有効回答数）を想定

して実施する。

【以下、訂正分】

○ 「４．（２）第一次現地調査」でいう受益者調査

は、全４案件でその実施を想定する。

 上記対象案件のうち、インドネシア「泥

炭・森林における火災と炭素管理プロジ

ェクト」の受益者調査については、カリマ

ンタン 5 州の大学関係者に対して、合計

100 サンプル以上（有効回答数）を想定

して実施する。2 カ所程度の実地調査も

含める。

以上


